
入 札 説 明 書 

 

１ 件名  山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

 

２ 仕様  別添「仕様書」のとおり 

 

３ 競争参加資格 
（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70 条及び 71 条に規定される次の事項に該当

する者は、競争に参加する資格を有さない。 
① 以下の各号のいずれかに該当する者 

 ア 当該契約を締結する能力を有しない者（未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約

締結のために必要な同意を得ている者を除く｡） 

イ 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条第１項  

各号に掲げる者 

② 以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経過していない者（これを 

代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ） 
   ア 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者 
イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合

した者 
ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 
エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 
オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 
カ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の

事実に基づき過大な額で行った者 
キ 前各号のいずれかに該当する者を、契約の締結又は履行に当たり、代理人、支配人その他の

使用人として使用した者 
（２）予決令第 72 条に規定される次の事項に該当する者は、競争に参加することができない。 

① 経営状態又は信用度が著しく不健全であると認められる者 
  ② 商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者 
  ③ 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載し、又はしなかった者 
（３）令和４・５・６年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」で「Ｂ」、

「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされた中国地域の競争参加資格を有する者であること。 
（４）予決令第 73条に規定される次の要件を満たす者であること。 

① 次に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年間（オ及び

カについては２保険年度）の保険料の滞納がない者であること。 

ア．厚生年金保険  イ．健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

ウ．船員保険  エ．国民年金  オ．労働者災害補償保険  カ．雇用保険 

※ 各保険料のうちオ及びカについては、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が未到



来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合にあっては

当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認められているものについては納付

期限が到来しているものに限る。）こと。 

② 本入札の入札書提出期限の直近１年間において、厚生労働省が所管する法令に違反したことに

より送検され、行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表されたものに限る。）を受け

た者にあっては、本件業務の公正な実施又は本件業務に対する国民の信頼の確保に支障を及ぼす

おそれがないこと。 

※ 上記に該当するおそれがある者は、あらかじめ下記４（２）ウに照会すること。 

  ③ 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

④ 入札参加者は、入札書の提出をもって「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のため

のガイドライン」（令和４年９月 13日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁

施策推進・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めることに誓約したものとする。 

 
４ 入札等 

  入札書は、電子調達システム（以下「電子調達」という。）により提出すること。 

ただし、紙により入札の参加を希望する場合は、別添「電子調達案件の紙入札方式参加申込書」  

及び「紙入札業者登録票」を令和７年３月 10 日（月）午後５時までに、山口労働局総務部総務課    

会計第一係へ持参又は書留等到着が確認できる特殊取扱郵便（以下「書留郵便等」という。）により

提出すること。 

  この入札は「総合評価方式」により行うため、環境性能その他の仕様書に定める要求要件に係る内

容を記載した「性能等証明書」（別添）を作成し、提出しなければならない。 

また、支出負担行為担当官から当該証明書に関して説明を求められた場合は、これに応じなければ

ならない。 

（１）電子調達により入札を行う場合 

電子証明書を取得していること。 

電子調達の URL：政府電子調達（GEPS）https://www.p-portal.go.jp 
ア 参加申込み 

  この一般競争入札の参加を希望する者は、令和７年３月 10 日（月）午後５時までに電子   

調達による入札参加申込を完了し、入札書提出までに支出負担行為担当官山口労働局総務部長

の了承を得ておくこと。 

申込みに当たっては、上記４に記載の書類のほか、「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」

の写し、別添「電子調達参加申込書」、「暴力団に該当しない旨の誓約書」、「保険料納付に係る

申立書」、「自己申告書」、入札物件のカタログ等調達物件の仕様が確認できる書類（以下「カ

タログ等」という。）及び「一般競争入札関係書類チェックシート」を添付書類（Word、PDF
形式等）として電子調達により提出すること。カタログ等には、仕様を満たしていることが確

認できるよう、該当箇所にマーカー等で印をつけておくこと。 

また、支出負担行為担当官山口労働局総務部長から当該書類に関し説明を求められた場合は、 

これに応じなければならないこと。 

イ 入札書の受領期限 

     令和７年３月 11 日（火）正午 



   ウ 入札書の提出 

「入札内訳書」を添付の上、電子調達により入札金額を送信すること。 

なお、電子調達により応札する場合は、通信状況により提出期限内に電子調達に入札書が 

到達しない場合があるので、時間の余裕をもって行うこと。 

エ その他 
本調達においては、個人事業主に加えて、入札参加者から委任等を受けた者のマイナンバー

カードを用いて電子入札を行うことができるものとする。 
（２）紙により入札を行う場合 

   ア 参加申込み 

  この一般競争入札の参加を希望する者は、令和７年３月 10 日（月）午後５時までに紙入札

方式による入札参加申込を完了し、支出負担行為担当官山口労働局総務部長の了承を得ておく

こと。 

申込みに当たっては、上記４に記載の書類のほか、「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」

の写し、別添「暴力団に該当しない旨の誓約書」、「保険料納付に係る申立書」、「自己申告書」

「カタログ等」及び「一般競争入札関係書類チェックシート」を提出すること（提出後の対応

等については、上記４（１）に同じ）。カタログ等には、仕様を満たしていることが確認でき

るよう、該当箇所にマーカー等で印をつけておくこと。 

イ 入札書の受領期限 

     令和７年３月 11 日（火）正午 

   ウ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問合せ先 

  山口市中河原町６番 16 号 山口地方合同庁舎２号館６階 

山口労働局総務部総務課会計第一係 電話 083－995-0364 

   エ 入札書の提出 

     別添「入札書」及び「入札内訳書」の様式にて作成すること。 

     入札書を直接提出（持参）する場合は、封筒に入れ封かんし、その封皮に氏名（法人の場合

はその名称又は商号）及び宛名（支出負担行為担当官山口労働局総務部長あて）を記入の上、

「３月 11 日開札『山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約

（軽自動車）』の入札書在中」と朱書すること。 

     書留郵便等により提出する場合は、二重封筒とし、表封筒に「３月 11 日開札『山口労働局

管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車）』の入札書在中」

の旨朱書表示し、中封筒（２通）の封皮には直接提出（持参）の場合と同様に氏名、宛名、件

名等を記入の上、送付すること。 

     なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

     また、再度入札となることも考慮し、必要に応じて複数枚の入札書を提出すること。（上記

と同様に封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）及び宛名（支出負担行為担当官山口労

働局総務部長あて）のほか、何回目の入札書であるかを必ず明記すること。） 

（３）代理人による入札 

   ア 代理人が入札する場合は、委任の手続きを行うこと。 

     各種証明の提出等をシステム上において行う場合は、最初の手続きをする時点までに委任の

手続きを完了させておくこと。 



     なお、電子調達においては、複数の代理人による応札は認めない。 

   イ 代理人が紙により入札する場合は、開札までに別添「委任状」を提出すること。 

   ウ 入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理を兼ねることは 

できない。 

 （４）入札説明会の日時及び場所 

入札説明会は開催しないため、質問等については、下記 11のとおり行うこと。 

（５）入札保証金及び契約保証金 

  免除 ただし、落札者が契約を締結しない場合は、落札価格の 100 分の５以上に相当する  

金額を違約金として納めなければならない（詳細は下記 15（６）参照）。 

 

５ 性能等証明書の審査 

  提出された性能等証明書は、山口労働局において審査し、合格したものに係る入札書のみを落札 

決定の対象とする。性能等証明書の合否については、開札時刻の前までに入札者に連絡し、不合格と

なったものに係る入札書には、理由を付して通知するものとする。 

 

６ 入札の無効 
  次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
   ア 入札参加資格のない者 
   イ 当該競争入札について不正行為を行った者 
   ウ 書面による入札において記名がない者 
   エ 入札書の金額、氏名及び印鑑について誤脱及び判読不可能なものがある者 
   オ 入札金額の記載を訂正した者 
   カ 入札書に単価、数量及び総価を記載することを求めた場合の入札書に計算誤りがある者 
   キ １人で２以上の入札をした者 
   ク 代理人でその資格のない者 
   ケ 支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出せず、又は虚偽

の誓約をし、若しくは誓約書に反する者 
   コ 前各号に掲げるもののほか競争の条件に違反した者 
 
７ 入札の中止 

競争に参加し及びこれに関連する者が共謀結託その他不正行為を行い、又は行おうとしていると 

認められるとき、また、入札条件の変更その他必要と認めるときは入札を中止する。 

 

８ 開札 

（１）開札の日時及び場所 

   令和７年３月 11日（火）午後３時 30分 

   山口市中河原町６番 16号 山口地方合同庁舎２号館６階 

（２）電子調達による入札の場合 

   電子調達により入札書を提出した場合は、入札者又はその代理人は、開札時刻には端末の前で 

待機しておくこと。 



（３）紙による入札の場合 

ア 開札には、予決令第 81 条の規定に基づき「入札事務に関係のない職員」を立ち会わせるので、

原則立会いは不要であるが、別添「開札同意書」を入札書提出時に併せて提出しておくこと。 

なお、「開札同意書」を提出せず開札の立会いを希望する者は、令和７年３月４日（火）まで

に、総務課会計第一係あてに申し出ること。 

イ 開札立会いの場合、入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場すること

はできない。 

  ウ 開札立会いの場合、入札者又はその代理人は、開札場に入場するときは、入札関係職員の求め

に応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示し、又は 

提出しなければならない。 

  エ 開札立会いの場合、入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情が

あると認めた場合のほかは退場できない。 

（４）再度入札の取扱い 

入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した入札がないときは、同日中に時刻 

指定の上、再度の入札を行う。 

電子調達においては、再入札通知書に示す時刻までに再度の入札を行うものとする。 

また、紙による入札の場合は、原則として上記４（２）エにより提出された、回数に応じた入札

書により入札を行う。 

 

９ 入札の辞退 

  入札を辞退するときは、入札執行前までに別添「入札辞退届」を上記４（２）ウに提出（郵送の   

場合は、入札日の前日までに到達するものに限る。）すること。 

 

10 公正な入札の確保 

  入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）等に  

抵触する行為を行ってはならない。 

契約締結後に違反が認められた場合は、契約の解除及び違約金を請求することがある。 

 

11 入札説明書等に対する質問 
（１）この入札説明書等に対する質問がある場合は、次に従い、書面（様式は任意）により提出する   

こと。 
  ア 受領期間：令和７年２月 19 日（水）から令和７年３月４日（火）までの土曜日、日曜日及び

祝日を除く毎日、午前９時から午後５時まで 
  イ 提出場所：上記４（２）ウに同じ 
  ウ 提出方法：書面は持参、郵送又は電子メールにより提出するものとする。 
    （電子メールアドレス：yanaga-takashi.ei0×mhlw.go.jp） 
     ※ 迷惑メール防止のため、メールアドレスの一部を変えています。 
       「×」を「＠」に置き換えてください。 
（２）（１）の質問に対する回答は、令和７年３月６日（木）午後５時までに書面等により行うことと

し、必要に応じて質問した業者名を伏せた上で当局ホームページに公開する等の方法により回答を



公開する。 
 

12 落札者の決定方法 

（１）次の各要件を満たす入札書のうち、別添「総合評価による落札方式」に規定する「総合評価点の

計算方法」によって得られた数値の最も高い者を落札者とする。 

  ア 入札価格が、予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であること。 

  イ 入札者の提出した証明書が、審査の結果合格したものであること。 

（２）当該入札の落札者の決定方法によって落札者となるべき者が２者以上あるときは、電子調達に 

よる電子くじを実施することにより落札者を決定する。 

（３）落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び落札金額及び落札

者の総合評価点を電子調達システムの開札結果の通知書又は書面・電子メール等により通知する。 

 

13 苦情申立て 

本手続における競争参加資格の確認その他の手続に関し不服がある場合は、山口労働局総務部総務

部長に対して苦情を申し立てることができる。 

 

14 障害発生時及び電子調達の操作等の問い合わせ先 

  ◎不明な点については、下記 URL の FAQ 参照 

   https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/UZA03/OZA0301 
   ◎上記で解決しない場合 

   ヘルプデスク 0570-000-683（ナビダイヤル）／03-4332-7803（IP 電話等をご利用の場合） 

  ◎調達ポータルホームページ 

https://www.p-portal.go.jp 
 

15 その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約の相手方が決定したときは、令和７年４月１日付けで契約を締結するものとする。契約条項

は別添「契約書（案）」のとおり。 
   ただし、本業務は令和７年度予算が成立されることを条件とした入札であり、当該契約にかかる

令和７年度の予算成立が４月２日以降となった場合は、落札決定及び契約は予算成立日とする。 
また、暫定予算となった場合は、予算措置が全額計上されている時は全額の契約とするが、金額

計上されていないときは、全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする。 
（３）入札参加者は、別添「一般競争入札心得書」を熟読し遵守すること。 

（４）入札書を提出した後において、この入札説明書、仕様書、契約書（案）、その他関係書類に記載

の事項についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできないこと。 
（５）担当者等から提出される資料については、契約書を除き全ての契約関係書類で押印を不要とする

が、事業者として決定した正式な資料であること。また、押印が省略された契約関係書類に虚偽記

載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を徴収する場合があり得ること。 
なお、電子調達システムによる電子契約書の作成を原則とするが、電子調達システムにより難い

旨を申し出た場合には、紙での契約書作成とする。 



（６）落札者が契約を締結しない場合は、落札価格（入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセ

ントに相当する額を加算した金額（円未満の端数切捨て））の 100 分の５に相当する金額（円未満

の端数切上げ）を違約金として納めなければならない。 



総合評価による落札方式（自動車） 

１ 落札方式  

次の要件を満たしている者のうち、２によって得られた総合評価点の最も高い者を落札

者とする。 

① 入札価格が予定価格の範囲内であること。 

② 納入しようとする自動車が仕様書に定める要求要件をすべて満たしていること。 

 

２ 総合評価点の計算方法 

[総合評価点＝①環境性能（燃費値）に対する得点÷②入札価格に対する得点] 

①「環境性能（燃費値）に対する得点」は、仕様書に記載された要求要件を全て満たし

ている場合には、標準点（100 点）を与え、さらに、環境性能（燃費値）について、 

「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律(平成12月５月31日法律第100

号)」第 6条による「環境物品等の調達の推進に関する基本方針(令和７年１月28日)」

の「自動車」の基準における燃費基準値を上回る部分について環境性能の評価に応じ 

得点（加算点）を与える。 

    加算点は、７点（50点×１年レンタル÷購入の場合に想定する供用期間7年＝7.14

≒７年）を満点とし、入札者が納品しようとする自動車の環境性能が、仕様を満たす

市販車の最高水準にあるもの（燃費目標値）と燃費基準値の間のどの位置にあるのか

をもって評価する。具体的には、以下のとおりとする。 

                     提案車の燃費 － 燃費基準値     

                        燃費目標値 － 燃費基準値 

     これを踏まえた本入札に係る加算点の算定方法は以下のとおりとする。 

                      提案車の燃費値 － 24.6km/L     

                         27.7km/L  － 24.6km/L 

※ 加算点は小数点第二位を四捨五入し整数とすること。 

従って、「環境性能（燃費値）に対する得点」は、以下で算出することとなる。 

「環境性能（燃費値）に対する得点」＝（100点＋加算点） 

 

  ②「入札価格に対する得点」は入札価格を１万円で除して得た値とする。 

    （例）入札価格123万 4567円の場合、価格に対する得点は123.4567点となる。 

③ ①÷②で得られた値に端数が生じた場合は、小数点第四位を四捨五入し、これを 

総合評価点とする。 

 

３ 自動車の燃費値の算定方法 

 WLTCモードによる燃費値を使用するものとする。WLTCモードによる燃費値が公表され

ていない車種については、JC08モードによる燃費値を用い計算する。 

加算点 ＝ 加算点の満点 × 

加算点 ＝７点   × 

 



付記事項 

 

１ 入札書の提出について 

  電子調達による場合、当局から資格審査結果通知を行うので、当該通知書

を待って、令和７年３月 11 日（火）正午までに入札書を提出してください。 

紙入札方式による場合は、令和７年３月 11 日（火）正午の受領期限を厳守

の上、持参又は郵送により提出してください。 

また、再度入札となることも考慮し、必要に応じて複数枚の入札書を提出 

してください。 

 

２ 再度入札について 

  原則同日中に時間等を指定の上、再度の入札を行います。 

紙入札方式の場合は、原則として令和７年３月 11 日（火）正午までに提出

された、回数に応じた入札書により開札を行いますが、再度入札となる場合は

再入札時間等の指示を行うので、入札者又は代理人は当局と速やかに連絡が 

取れる体制及び再度の入札書の提出ができる体制を確保しておいてください。 



契 約 書 

 

 発注者 支出負担行為担当官 山口労働局総務部長 吉髙 徹（以下「甲」という。）と受注

者 （会社名 役職名）○○ ○○（以下「乙」という。）とは、レンタカーの賃貸借について次

のとおり契約を締結する。 

 

（信義誠実の原則） 

第１条 甲及び乙は、信義に従って誠実にこの契約を履行するものとする。 

 

（契約の目的） 

第２条 甲及び乙は、別紙「仕様書」に基づきレンタカーの賃貸借を実施するものとし、甲は、

乙にその対価を支払うものとする。 

 

（履行場所） 

第３条 甲が、本契約に基づきレンタカーの使用ができる店舗は、乙の経営する営業所とする。 

 

（賃貸借期間） 

第４条 賃貸借期間は、令和７年４月１日～令和８年３月31日までとする。 

 

（契約金額） 

第５条 契約金額は、山口労働局管内公共職業安定所７箇所におけるレンタカー７台（軽自動車）

の使用料金として、総額○，○○○，○○○金円（うち   消費税及び地方消費税○○○，

○○○円）とする。 

 

（契約保証金） 

第６条 甲は、この契約に係る乙が納付すべき契約保証金を免除するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第７条 乙は、この契約によって生じる権利又は義務を、第三者に譲渡し、又は継承させては  

ならない。 

 

（検査） 

第８条 乙は、業務が終了した都度、甲の指定する検査職員（以下「検査職員」という。）の検査

を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の検査に合格したときをもって業務を完了したものとする。 



３ 乙は、第１項の規定による検査の結果、不合格のものについては、検査職員の指示に従い、

遅滞なく手直しをし、再検査を受け業務を完了させなければならない。 

４ 前項の場合において生じる一切の費用は、乙の負担とする。 

 

（契約の解除） 

第９条 甲は、いつでも自己の都合によって、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 甲は、次の各号に該当するときは、この契約を解除することができる。この場合に乙は、   

契約金額の100分の10に相当する金額を、違約金として甲の指定する期間内に国庫に納付しな

ければならない。なお、第３号及び第４号に該当すると認められるときは、何らの催告を要し

ない。 

（１）乙の都合により、乙が甲に対して本契約の解除を請求し、甲がそれを承認したとき。 

（２）乙の責に帰する事由により、完全に契約を履行する見込みがないと明らかに認められる

とき。 

（３）甲が行う現品の検査又は納入に際し、乙又はその代理人若しくは使用人等が職務執行を

妨げ、又は詐欺その他不正行為があると認められるとき。 

（４）第26条の規定に違反したとき。 

３ 甲は、乙について民法第 542 条各項各号に定める事由が発生したときは、何らの催告を   

要せず、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

４ 甲による本契約又は民法の各規定に基づく解除は、当該解除の理由に係る甲又は乙の責めに

帰すべき事由の有無にかかわらず、これを行うことができるものとする。 

５ 甲が次の事項に該当した時は、乙は甲に対し即時本契約を解除することができるものとする。 

 （１）レンタカーの使用料の支払いを遅延又は停止したとき。 

 （２）前号のほか、本契約の各事項に違反したとき。 

 

（損害賠償） 

第 10条 乙は、本契約の履行又は不履行に関連又は付随して甲に損害を与えたときは、甲に対し、

その損害を賠償するものとする。 

２ 乙は、この契約の履行に着手後、前条第１項による契約解除により損害を生じたときは、甲

の意思表示があった日から10日以内に、甲にその損害の賠償を請求することができる。 

３ 甲は、前項の請求を受けたときは、甲が適当と認めた金額に限り、損害を賠償するものと  

する。 

 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第 11条 甲は、本契約に関して、次の各号の一に該当するときは、何らの催告を要せず、本契約

の全部又は一部を解除することができる。 

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人(乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、その



役員又は使用人。以下同じ。)に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。)第７条又は同法第８条の２(同法第８

条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。)の規定による排除措置命令を行っ

たとき、同法第７条の２第１項(同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。)

の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条の４第７項若しくは第７条

の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

（２）乙又は乙の代理人が刑法(明治 40年法律第45号)第 96条の６若しくは同法第198条又は

独占禁止法第 89 条第１項の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき(乙の役員又

はその使用人が当該公訴を提起されたときを含む。)。 

（３）競争参加資格を有していなかったこと、又は競争参加資格等に係る申立書に虚偽があっ

たことが判明したとき。 

（４）乙又はその役員若しくは使用人が厚生労働省が所管する法令に違反したことにより、  

送検され、行政処分を受け、又は行政指導を受けたとき。 

 （５）第３項の規定による報告を行わなかったとき。 

２ 乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７  

第３項の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを甲に提出しなけ

ればならない。 

３ 乙は、第１項第３号又は第４号の事実(再委託先に係るものを含む。)を知った場合には、  

速やかに甲に報告しなければならない。 

 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第 12 条 乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一部を  

解除するか否かにかかわらず、違約金(損害賠償金の予定)として、甲の請求に基づき、契約金

額(本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額)の 100分の 10に相当

する額を甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８条の２ 

(同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。)の規定による排除措置

命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項(同法第８条

の３において読み替えて準用する場合を含む。)の規定による課徴金の納付命令を行い、 

当該納付命令が確定したとき。 

（３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の４第７項又は第７条

の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

（４）乙又は乙の代理人が刑法第96条の６若しくは同法第198条又は独占禁止法第89条第１

項の規定による刑が確定したとき。 

 （５）前条第１項第３号、第４号又は第５号のいずれかに該当したとき。 



２ 乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

３ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲が  

その超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（違約金に関する遅延利息） 

第 13 条 乙が前条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないときは、乙は、当該 

期日を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３．０パーセントの割合で計算した

額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（契約金額の支払） 

第 14条 乙は、第８条に規定する検査を受け、これに合格した場合は支払請求書を作成し、甲へ

提出するものとする。 

２ 甲は、乙より適法な支払請求書を受理した日から30日以内にその対価を支払わなければなら

ない。 

 

（支払遅延利息） 

第 15 条 甲は、自己の責めに帰すべき事由により、前条第２項の期限までに対価を支払わない 

ときは、その翌日から起算して支払をする日までの日数に応じ、当該未払金額に対し昭和 24

年 12月大蔵省告示第991号「政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める件」に定める

率により計算して得られた額（百円未満切捨）を遅延利息として乙に支払うものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第 16条 乙は、甲の承認を得た場合を除き、この契約によって生ずる権利又は義務の全部若しく

は一部を第三者に譲渡又は委任してはならない。ただし、売掛債権担保融資保証制度に基づく

融資を受けるに当たり信用保証協会、中小企業信用保険法施行令（昭和 25 年政令第 350 号）  

第１条の４に規定する金融機関、資産の流動化に関する法律（平成10年法律第105号）第２条

第３項に規定する特定目的会社及び信託業法（平成 16 年法律第 154 号）第２条第２項に規定  

する信託会社に対して債権を譲渡する場合は、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書きの規定による債権譲渡をすることとなったときは、速やかにその旨を

書面により甲に届け出なければならない。 

 

（属性要件に基づく契約解除） 

第 17条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約

を解除することができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体



である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 2 条第 2

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第2条第 6号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど   

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（行為要件に基づく契約解除） 

第 18条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、何ら

の催告を要せず、本契約を解除することができる。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

 

（表明確約） 

第 19条 乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当

しないことを確約する。 

２ 乙は、前２条各号の一に該当する者(以下「解除対象者」という。)を下請負人等(下請負人(下

請が数次にわたるときは、すべての下請負人を含む。)及び再受託者(再委託以降のすべての受

託者を含む。)並びに自己、下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別に契約する場合の当

該契約の相手方をいう。以下同じ。)としないことを確約しなければならない。 

 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第 20条 乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当該下請

人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなければならない。 

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等の

契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との契約

を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、本契

約を解除することができる。 



 

（契約解除に基づく損害賠償） 

第 21 条 甲は、第９条第２項、同条第３項、第 17 条、第 18 条、第 20 条第２項、第 24 条及び    

第 27 条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、 

何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第９条第２項、同条第３項、第 17 条、第 18 条、第 20 条第２項、第 24 条及び     

第 27 条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときは、その 

損害を賠償するものとする。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第 22条 乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の

反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入(以下「不当介入」という。)を受けた場

合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介入

の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る報告） 

第 23 条 乙は、乙又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分を 

受け又は送検された場合は、速やかに甲に報告する。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る契約解除） 

第 24条 甲は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続を要せず、乙に

対する書面による通知により、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１）乙又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分を受け又は

送検されたとき。 

（２）乙が本契約締結以前に甲に提出した、厚生労働省所管法令違反に関する自己申告書に  

虚偽があったことが判明したとき。 

（３）乙が、乙又はその役員若しくは使用人が第１号の状況に至ったことを報告しなかった  

ことが判明したとき。 

２ 本契約の再委託先について前項の状況に至った場合も、同様とする。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る違約金） 

第 25条 前条の規定により甲が契約を解除した場合、乙は、違約金として、甲の請求に基づき、

契約金額(本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額)の 100分の10

に相当する額を甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

２ 乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

３ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲が  



その超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（秘密の保持） 

第 26 条 甲及び乙は、この契約の履行に際し知り得た事実を第三者に洩らし、又はこの契約の 

目的以外に利用してはならない。 

 

（納品物が契約の内容に適合しない場合の措置） 

第 27条 甲は、第８条に規定する納品検査に合格した納品物を受領した後において、当該納品物

が契約の内容に適合していないこと(以下「契約不適合」という。)を知った時から１年以内に(数

量又は権利の不適合については期間制限なく)その旨を乙に通知した場合は、次の各号のいずれ

かを選択して請求することができ、乙はこれに応じなければならない。なお、甲は、乙に対し

て第２号を請求する場合において、事前に相当の期間を定めて第１号の履行を催告することを

要しないものとする。 

（１）甲の選択に従い、甲の指定した期限内に、乙の責任と費用負担により、他の良品との   

引換え、修理又は不足分の引渡しを行うこと 

（２）直ちに代金の減額を行うこと 

２ 甲は、前項の通知をした場合は、前項各号に加え、乙に対する損害賠償請求及び本契約の  

解除を行うことができる。 

３ 乙が契約不適合について知り若しくは重大な過失により知らなかった場合、又は契約不適合

が重大である場合は、第１項の通知期間を経過した後においてもなお前２項を適用するものと

する。 

 

（再委託） 

第 28 条 乙は、委託業務の全部を第三者(乙の子会社(会社法第２条第３号に規定する子会社を 

いう。)を含む。)に委託することはできない。 

２ 乙は、再委託する場合には、甲が別途示す様式により「再委託に係る承認申請書」を甲に   

提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該再委託が50万円未満の場合は、この

限りでない。 

３ 乙は、委託業務の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う当該第三者(以下「再委託

者」という。)の行為について、甲に対しすべての責任を負うものとする。 

４ 乙は、委託業務の一部を再委託するときは、乙がこの契約を遵守するために必要な事項に  

ついて本委託契約書を準用して、再委託者と約定しなければならない。 

 

（再委託先の変更） 

第 29 条 乙は、再委託先を変更する場合、当該再委託が前条第２項ただし書に該当する場合を 

除き、甲が別途示す様式により「再委託に係る変更承認申請書」を甲に提出し、その承認を   



受けなければならない。 

 

（履行体制） 

第 30条 乙は、再委託の相手方からさらに第三者に委託が行われる場合には、当該第三者の商号

又は名称及び住所並びに委託を行う業務の範囲を記載した「履行体制図」を甲に提出しなけれ

ばならない。 

２ 乙は、第１項の履行体制図に変更があるときは、甲が別途示す様式により速やかに「履行体

制図変更届出書」を甲に届け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場

合については、届出を要しない。 

（１）受託業務の実施に参加する事業者(以下「事業参加者」という。)の名称のみの変更の   

場合 

（２）事業参加者の住所の変更のみの場合 

（３）契約金額の変更のみの場合 

３ 前項の場合において、甲は本契約の適正な履行の確保のため必要があると認めたときは、乙

に対して変更の理由等の説明を求めることができる。 

 

（事故時の補償） 

第 31条 事故による損害は、次の補償限度内で乙が負担するものとする。 

（１）対人補償 １名につき無制限（自賠責保険を含む） 

（２）対物補償 １事故につき無制限（免責額０円） 

（３）車両補償 １事故につき車両時価額まで（免責額０円） 

（４）搭乗者傷害補償 １，０００万円（医療保険金特約付） 

 乗用車・商用車・ワゴン車 

死  亡 １，０００万円（１名当たり） 

入  院 ７，５００円（１日当たり） 

通  院 ５，０００円（１日当たり） 

後遺障害 程度により１，０００万円を限度 

  ＊入院・通院は事故発生日より１８０日をもって限度とする。 

（５）免責補償制度に加入することにより、乙の定める貸渡約款に違反する事故、損害保険会社

保険約款の免責事項に該当する事故、警察の事故証明が取得できない事故を除き、対物  

補償・車両補償の免責額が免除されるものとする。 

 

（ノンオペレーションチャージ） 

第 32条 甲はその責めに帰する理由により、レンタカーに損害を与え、修理が必要となった場合

には、修理期間中の休業補償の一部として、甲乙協議の上、下記のとおりノンオペレーション

チャージを支払うものとする。 



レンタカーで自走し、予定の営業店舗に返却された場合 ２０，０００円 

レンタカーで自走できず予定の営業店舗に返却されなか 

った場合 
５０，０００円 

 

（料金の改定） 

第 33 条 契約期間内において、経済情勢その他の状況により単価の改定を要すると認められる 

場合は、甲乙協議の上、これを変更するものとする。 

 

（紛争又は疑義の解決方法） 

第 34条 この契約の履行に当たり、甲及び乙間に紛争又は疑義が生じた場合は、必要に応じ甲乙

協議の上、解決するものとする。 

２ 本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関する一切の紛争については山口地方裁判所を第一

審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（存続条項） 

第 35条 本契約の効力が消滅した場合であっても、第９条第１項、第10条、第12条、第13条、

第15条、第19条、第21条、第25条、第26条、第27条、第34条及び本条はなお有効に存続

するものとする。 

 

 

 この契約の締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上各自その１通を保有す

る。 

 

 

令和 ７年 ４月 １日 

 

 

甲  山口市中河原町６番16号 山口地方合同庁舎２号館 

    支出負担行為担当官 

      山口労働局総務部長  ○○ ○○ 

 

乙  （所在地） 

               （会社名） 

（役職名）      ○○ ○○ 



電子調達参加申込書 

 

                              令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 山口労働局総務部長 殿 

 

入札案件名：山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

 

標記入札案件に係る一般競争入札の参加を申請します。 

 

資 格 審 査 登 録 番 号  

企 業 名 称   

業 種 名 及 び 等 級  

郵 便 番 号  

住 所  

代 表 者 役 職 氏 名  

代 表 電 話 番 号  

連 絡 先 部 署 名  

連 絡 担 当 者 氏 名  

連 絡 先 電 話 番 号  

連絡先Ｅメールアドレス  

 

※電子調達システムで参加申込する場合（入札参加資格確認申請）に提出する様式（ＷＯＲＤ・ＰＤＦ形式等） 

 

 

 

 

 

 

 



令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

山口労働局総務部長 殿 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名                

担当者氏名 

電 話 番 号 

 

 

電子調達案件の紙入札方式参加申込書 

 

 

貴局発注の下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参加できないので、紙入札で

参加いたします。 

 

 

記 

 

 

１ 入札案件名 

 

   山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

 

２ 電子調達システムでの参加ができない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

紙入札業者登録票 

 

入札案件名：山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

資格審査登録番号（１０桁）  

企 業 名 称  

郵 便 番 号  

住 所  

代 表 者 役 職 氏 名  

代 表 者 電 話 番 号  

連 絡 先 名 称  

連 絡 担 当 者 氏 名  

連 絡 先 郵 便 番 号  

連 絡 先 住 所  

連 絡 先 電 話 番 号  

連 絡 先 Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

連絡先Ｅメールアドレス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

入   札   書 

 

令和  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 山口労働局総務部長 殿 

 

 

所 在 地 

名  称 

代表者名                  

（代理人氏名）             

 

 

 

 

 

             円 

（消費税額相当分を除く） 

 

件   名 規   格 数   量 

山口労働局管内公共職

業安定所７箇所７台に

おけるレンタカー賃貸

借契約（軽自動車） 

仕様書のとおり 

 

一式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

委  任  状 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 山口労働局総務部長 殿 

 

 

所 在 地 

名  称 

代表者名                 

 

 

 私は、（氏名）                         を代理人と定め、 

令和７年３月 11 日に執行される下記の入札に係る一切の権限を委任します。 

  

 

 

入札案件名：山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



開 札 同 意 書 

 

支出負担行為担当官 

山口労働局総務部長 殿 

 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名                

 

 私は、令和７年３月 11 日に執行される下記の入札の開札において、自ら立ち会うことなく、予算   

決算及び会計令第 81 条に基づき入札事務に関係のない貴局職員を立会者として開札することに同意 

します。 

 

 

記 

 

 

入札案件名：山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

 

 

 

※予算決算及び会計令第 81 条 

   契約担当官等は、公告に示した競争執行の場所及び日時に、入札者を立ち会わせて開札しなけれ

ばならない。この場合において、入札者が立ち会わないときは、入札事務に関係のない職員を立ち

会わせなければならない。 

 



入 札 辞 退 届 

 

 

 

入札案件名：山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

 

 

  上記について、都合により入札を辞退します。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

支出負担行為担当官 

山口労働局総務部長 殿 

 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



暴力団等に該当しない旨の誓約書 
 

□ 私 

□ 当社 

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

  この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

  また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場

合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体であ

る場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（令和３年法律第７７号）第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

とき。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１）暴力的な要求行為を行う者 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者。 

（４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者。 

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者。 
 
 
 支出負担行為担当官 
  山口労働局総務部長 殿 
 
 
 令和  年  月  日 
 

住所(又は所在地) 
 

社名及び代表者名                                         
        (生年月日) 
 
※ 個人の場合は、代表者氏名のほか代表者の生年月日も記載してください。 

※ 法人の場合は、役員全員(上記１(１)参照)の氏名及び生年月日が記載された役員名簿(任意様式)

を添付してください。 



【添付書類の参考様式】 

 

役 員 等 名 簿 
 

 

法人（個人）名：                              

 

 

役職名 
（フリガナ） 

生年月日 
氏名 

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

  
  

年  月  日 
  

 

 

 



 

保険料納付に係る申立書 

 

 

 当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のも

の）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災

害補償保険及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。 

 なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に対する一切

の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けることに異議はあり

ません。 

 また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速やかに

対応することを確約いたします。 

 

 

令和   年   月   日  

 

 

（住 所） 

                        

（名 称） 

                        

（代表者） 

                        

 

 

支出負担行為担当官 

山口労働局総務部長  殿 

 



 

自己申告書 

 

 

下記の内容について誓約いたします。 

なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しな

かったことが判明した場合には、本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることとなっ

ても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

１ 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

２ 過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反によ

り行政処分を受け又は送検されていないこと。 

３ 契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行

政処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。 

４ 事業の実施に当たっては、各種法令を遵守すること。 

５ 前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先につい

ても同様であること。 

 

 

令和  年  月  日  

住所                    

    商号又は名称                

     代表者氏名                 

 

支出負担行為担当官 

 山口労働局総務部長  殿 

 

 

 



賃貸借期間

配置部署
（a)

月額単価
(b)

月数
(c)

台数
金額(税抜）円

（a×b×c）

山口公共職業安定所 12 1 0

下関公共職業安定所 12 1 0

宇部公共職業安定所 12 1 0

萩公共職業安定所 12 1 0

岩国公共職業安定所 12 1 0

柳井公共職業安定所 12 1 0

山口新卒応援ハローワーク 12 1 0

７台

0

※入札書とステープル留めすること。

（上記合計額が入札書の金額となる）

令和７年４月１日から令和８年３月31日
（ただし、令和７年４月27日から同年５月６日及び同年12月27日から令和８年１月４日までの間
は、必要に応じてレンタカーの引上げ可能）

入 札 内 訳 書

合計



性 能 等 証 明 書 

 

令和  年  月  日 

 

 

住     所   

商号又は名称 

代表者氏名 

 

 

  以下について、相違ないことを証明します。 

 

  納入しようとする

自動車の性能等 

※審査欄 

（注１） 

① 車名   

② 型式   

③ 車両総重量（kg）   

④ 乗車定員（人）   

⑤ 総排気量（cc）   

⑥ 燃費値（km/Ｌ）（WLTCモードによる

燃費値）（注２） 

  

 

⑦ 

低排出ガス車認定実施要領（平成12年運

輸省告示第103号）」の基準のうち、平成

17年基準排出ガス75％低減レベル以上に

適合していること。（○を付けること） 

 

適 ・ 否 

 

  

◎環境性能（燃費値）に対する得点の計算  

 

加算点＝７×                     ＝      …① 

                   

※ 加算点は小数点第二位を四捨五入とする。 

 

 環境性能（燃費値）に対する得点 ＝ 100 ＋ ① ＝       

 

（注１）※欄は記入しないこと。    

（注２）WLCTモードによる燃費値が公表されていない車種は、JC08モードによる  

燃費値を用いる。 

（注３）提案車の燃費値が基準値を超えない場合は、加算点を｢０｣とすること。 

（注４）太枠内及び提案車の燃費値を記入 

提案車の燃費値(    )- 24.6km/L 

27.7km/L － 24.6km/L 



 仕   様   書 

 

第１ 総則 

本仕様書は、山口労働局（公共職業安定所７箇所７台）におけるレンタカー賃貸借契約に  

あたり、必要な性能及び機能等の主要事項のみを示したものであり、明記されていない乗用自

動車の利用に際し当然備える機能は完備されているものとする。 

 

第２ 内容 

（１）山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約（軽自動車） 

（２）賃借期間  令和７年４月１日から令和８年３月 31日 

（ただし、令和７年４月 27 日から同年５月６日及び同年 12 月 27 日から令和

８年１月４日までの間は、必要に応じてレンタカーの引上げを可能とする） 

（３）納入場所  山口・下関・宇部・萩・岩国・柳井公共職業安定所及び山口新卒応援ハロ

ーワーク 

 

第３ 契約車種等 

（１）仕 様 

 ○軽自動車、乗車定員４名以上 

  （可能な限り）シルバー、グレー、白のいずれかを基調としたもの 

○トランスミッション形式（ＡＴ又はＣＶＴ）、メーカー指定なし 

○無鉛レギュラーガソリン使用車 

○ナビゲーションシステム、ＥＴＣ装備（メーカー指定なし） 

○12 月１日から３月 31日までの期間についてはスタッドレスタイヤを装着すること 

（交換にあたり、原則納車・引き取りを受注者で行うこと。ただし、納車・引き取り

が困難な場合は所属の担当者と調整を行うこと。） 

（２）「国等による環境物品等の調達推進等に関する法律」（グリーン購入法）に適合している

こと。 

ア 以下のＪＣ０８モード、ＷＬＴＣ燃費基準値又は同程度の燃費基準（平成 27 年度  

燃費基準 100％達成車）を満たすものであること。 

車両重量 燃費基準値（ガソリン） 

７４１㎏未満 ２４．６km/L 以上 

７４１㎏以上  ８５６㎏未満 ２４．５km/L 以上 

８５６㎏以上  ９４１㎏未満 ２３．７km/L 以上 

イ 以下の排出ガス基準を満たすものであること。 



（平成 17年基準排出ガス 75%低減レベルに適合。） 

 一酸化炭素 非メタン炭化水素 窒素酸化物 

ＪＣ０８モード １．１５g/ｋｍ以下 ０．０１３g/ｋｍ以下 ０．０１３g/ｋｍ以下 

ＷＬＴＣモード １．１５g/ｋｍ以下 ０．０５g/ｋｍ以下 ０．０２５g/ｋｍ以下 

ウ エコカー減免 50％減以上適用対象車とする。 

 

第４ 賃貸借料金の支払 

（１）賃貸借料金の支払については、適法な請求書を受理した日から 30 日以内に支払うもの

とする。 

（２）請求書は、原則、毎月末締切とし配置箇所による金額を明記して発行の上、翌月 10 日

までに請求すること。 

（３）契約期間中に使用するガソリンについては、山口労働局が自らの負担で給油する。 

 

第５ 配置場所及び台数等 

（１）配置場所及び台数は別紙のとおりとし、営業所（同一市内に営業所がない場合は最寄り

の営業所）を通じて配置すること。 

（２）レンタカーを返却する場合は、ガソリンを満タンにするとともに、配置場所にて引き渡

すものとする。 

 

第６ 事故時の補償 

（１）事故による損害は、次の補償限度内で受託者が負担するものとする。 

   ア 対人補償 １名につき無制限（自賠責保険を含む） 

   イ 対物補償 １事故につき無制限（免責額０円） 

   ウ 車両補償 １事故につき車両時価額まで（免責額０円） 

   エ 搭乗者傷害補償 １，０００万円（医療保険金特約付） 

  乗用車・商用車・ワゴン車 

死  亡 １，０００万円（１名当たり） 

入  院 ７，５００円（１日当たり） 

通  院 ５，０００円（１日当たり） 

後遺障害 程度により１，０００万円を限度 

  ＊入院・通院は事故発生日から１８０日をもって限度とする。 

  オ 免責補償制度に加入することにより、乙の定める貸渡約款に違反する事故、損害保険

会社保険約款の免責事項に該当する事故、警察の事故証明が取得できない事故を除き、



対物補償・車両補償の免責額が免除されるものとする。 

（２）免責補償制度に加入するなどして、「対物」及び「車両」補償において免責額が生じ   

ないようにすること。 

 

第７ ノンオペレーションチャージ 

   使用者の責めに帰する理由により、レンタカーに損害を与え、修理が必要となった場合

には、修理期間中の休業補償の一部として、甲乙協議の上、ノンオペレーションチャージ

を支払うものとする。 

レンタカーで自走し、予定の営業店舗に返却された場合 ２０，０００円 

レンタカーで自走できず予定の営業店舗に返却されなかっ

た場合 
５０，０００円 

 

第８ その他 

本仕様書に明記されていない事項については、山口労働局総務部総務課会計第一係へ 

照会のこと。 



別紙

配置部署 所在地 契約期間 台数

山口公共職業安定所 山口市神田町１番75号 令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

下関公共職業安定所 下関市貴船町３丁目４番１号 令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

宇部公共職業安定所 宇部市北琴芝２丁目４番30号 令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

萩公共職業安定所
萩市大字平安古町599－３
萩地方合同庁舎

令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

岩国公共職業安定所 岩国市山手町１丁目１番21号 令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

柳井公共職業安定所 柳井市南町２丁目７番22号 令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

山口新卒応援ハローワーク
山口市小郡令和１丁目１番１号
（KDDI維新ホール第１駐車場）

令和７年４月１日～令和８年３月31日 1

7
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競争契約入札心得書 
 

厚生労働省 山 口 労 働 局  
 

（目的） 

第１条 当局の所掌に係る一般競争及び指名競争(以下｢競争｣という｡）を行う場合における入札その他の

取扱いについては、会計法（昭和 22 年法律第 35 号）、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165

号。以下「令」という｡)、契約事務取扱規則（昭和 37 年大蔵省令第 52 号）その他の法令に定めるも

ののほか、この心得の定めるところによるものとする。 

（一般競争参加の申出） 

第２条 一般競争に参加しようとする者は、令第 74 条の公告において指定した期日までに、令第 70 条

の規定に該当する者でないことを確認することができる書類及び当該公告において指定した書類を添

え契約担当官等（会計法第 29 条の３第１項に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）にその旨を

申し出なければならない。ただし、令第 72 条の規定に基づく一般競争参加資格の認定を受けている者

については、この限りでない。 

（入札保証金等） 

第３条 競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は入札執行前に、見積金額の 100

分の５以上の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を歳入歳出外現金出納官吏又は取扱官庁に納付

し、又は提出しなければならない。ただし、入札保証金の全部又は一部の納付を免除された場合は、  

この限りでない。 

２ 入札参加者は、前項ただし書の場合において、入札保証金の納付を免除された理由が、国を被保険者

とする定額てん補特約条項付の入札保証保険契約を結んだことによるものであるときは、当該入札保証

保険契約に係る保険証券を契約担当官等に提出しなければならない。 

３ 入札参加者は、入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し、又は提供する場合は、関係職員の

調査を受け、その面前において、これを封かんのうえ、氏名及び金額（担保の場合は評価額）を封皮に

明記して、次の該当提出書を添えて差し出さなければならない。 

一 現金を提出する場合は、保管金提出書 

二 有価証券を提出する場合は、保管有価証券提出書及び印鑑票 

４ 入札参加者は、第１項本文の規定により提供する入札保証金に代わる担保が銀行又は契約担当官等が

確実と認める金融機関（以下「銀行等」という。）に対する定期預金債権である場合においては、当該

債権に質権を設定し、当該債権に係る証書及び当該債権に係る債務者である銀行等の承諾を証する確定

日付のある書面を提出しなければならない。 

５ 入札参加者は、第１項本文の規定により提供する入札保証金に代わる担保が銀行等の保証である場合

においては、当該保証に係る保証書を提出しなければならない。 

６ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締結後に、落札者以外の者に対し

ては入札執行後にその受領証書と引換えにこれを還付する。 

７ 落札者が、第 12 条第１項の期間内に契約書の案を提出しないときは、入札保証金又は入札保証金に

代わる担保は国庫に帰属する。 

（入札等） 

第４条 入札参加者は、仕様書、その他の添付書類及び図面等を熟覧のうえ、入札しなければならない。     

この場合において、仕様書、その他の添付書類及び図面等について疑義があるときは、関係職員の説明

を求めることができる。 

２ 入札書は、入札者の氏名を表記し、入札函に投入しなければならない。 

３ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をすることはできな 

い。 

４ 入札参加者は、令第 71 条第１項の規定に該当する者を入札代理人とすることはできない。 

５ 入札者は、入札書をいったん入札函に投入した後は、開札の前後を問わず、引換え、変更又は取消を 

することができない。 

（公正な入札の確保） 

第４条の２ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）

等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は入札意思に
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ついていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示してはならない。 

（入札の取りやめ等） 

第５条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行することがで

きないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは

取りやめることができる。 

（無効の入札） 

第６条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

一 入札参加資格のない者がした入札 

二 入札に関して不正行為を行ったと認められる入札 

三 所定の日時、場所に提出しない入札 

四 入札書の金額、氏名又は重要な文字の誤脱若しくは不明な入札 

五 入札事項を表示せず又は一定の金額をもって価格を表示しない入札 

六 金額を訂正した入札 

七 同一人にして、２以上の入札をした入札 

八 その他入札に関する条件に違反した入札 

（入札書等の取扱い） 

第６条の２ 提出された入札書は開札前も含め返却しないこととする。入札参加者が連合し若しくは不穏

の行動をなす等の情報があった場合又はそれを疑うに足りる事実を得た場合には、入札書及び工事費内

訳書を必要に応じ公正取引委員会に提出する場合がある。 

（落札者の決定） 

第７条 原則として、特に記載が無い場合は入札を行った者のうち契約の目的に応じ予定価格の制限の範

囲内で最高又は最低の価格をもって入札した者を落札者とする最低価格落札方式とする。入札公告、入

札説明書にて確認すること。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契

約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき（工事又は製造その他の請負契約

に限る。）又はその者と契約を締結することが、公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著

しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、

最高又は最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

２ 予算決算及び会計令第 85 条の基準（昭和 62 年２月２日付け建設省会第１号）に該当する入札を行

った者は、契約担当官等の行う調査に協力しなければならない。 

（再度入札） 

第８条 開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、

契約担当官等が指定する日時において再度の入札を行う。 

（同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第９条 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、契約担当官等が指定する日時及び

場所において、当該落札をした者にくじを引かせて落札者を定める。 

２ 前項の場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって入札

事務に関係のない職員にくじを引かせる。 

（契約保証金等） 

第 10 条 落札者は、契約書の案の提出と同時に、契約金額の 100 分の 10 の契約保証金又は契約保証

金に代わる担保を納付し、又は提供しなければならない。ただし、契約保証金の全部又は一部を免除さ

れた場合は、この限りでない。 

２ 落札者は、前項ただし書の場合において、契約保証金の納付を免除された理由が、国を被保険者とす

る履行保証保険契約又は工事履行保証契約（公共工事履行保証証券による保証契約）を結んだことによ

るものであるときは、当該履行保証保険契約に係る保険証券又は当該工事履行保証契約に係る保証証券

を提出しなければならない。 

３ 落札者は、第１項本文の規定により契約保証金を納付する場合においては、あらかじめ、保管金振込

書により、現金を取扱官庁の保管金取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理店）に振り込み、保管金領

収証書の交付を受け、これに保管金提出書を添えて取扱官庁に提出しなければならない。 

４ 落札者は、第１項本文の規定により契約保証金に代わる担保を提供する場合において、当該担保が有

価証券であるときは、あらかじめ、政府保管有価証券払込書に印鑑票を添え、当該有価証券を取扱官庁

の保管有価証券取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理店）に払い込み、政府保管有価証券払込済通知
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書の交付を受け、これに保管有価証券提出書を添えて取扱官庁に提出しなければならない。 

５ 第３条第５項の規定は、第１項の規定により提供する契約保証金に代わる担保が銀行等又は公共工事

の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証事業会社の  

保証である場合について準用する。 

６ 契約保証金又は契約保証金に代わる担保は、契約履行済確認のうえこれを還付する。 

（入札保証金等の振替え） 

第 11 条 契約担当官等において必要があると認める場合には、落札者に還付すべき入札保証金又は入札

保証金に代わる担保を、契約保証金又は契約保証金に代わる担保の一部に振り替えることができる。 

（契約書等の提出） 

第 12 条 契約書を作成する場合においては、落札者は、契約書の案に記名押印し、落札決定の日から７

日以内に、これを契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等の書面による承諾を  

得て、この期間を延長することができる。 

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書の案を提出しないときは、落札は、その効力を失う。 

３ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、落札決定後すみやかに請書その他これに準ずる

書面を契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等がその必要がないと認めて指示

したときは、この限りでない。 

（異議の申立） 

第 13 条 入札をした者は、入札後、この心得、公告、入札説明書、仕様書、その他の添付書類及び図面

等についての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 



一般競争入札関係書類チェックシート 

 

件名：山口労働局管内公共職業安定所７箇所７台におけるレンタカー賃貸借契約 

（軽自動車） 

入札者名【                 】 

№ 
 

様式等 期限 
応 札 者 

チェック欄 

労 働 局 

チェック欄 

１ 電子 電子調達参加申込書 

令和７年３月 10 日 

（午後５時） 

□ □ 

１ 

紙 
電子調達案件の紙入札方式参

加申込書 
□ □ 

紙 紙入札業者登録票 □ □ 

２ 共通 

資格審査結果通知書（全省庁統

一資格）（写） 

【役務提供・中国・Ｂ、Ｃ、Ｄ】 

□ □ 

３ 共通 
暴力団等に該当しない旨の 

誓約書 
□ □ 

４ 共通 保険料納付に係る申立書 □ □ 

５ 共通 性能等証明書 □ □ 

６ 共通 自己申告書 □ □ 

７ 共通 
入札物件のカタログ等 

【要：該当箇所にマーカー】 
□ □ 

８ 共通 

入札書（内訳書を含む） 

紙入札の場合は、再度入札となることも

考慮し、必要に応じて複数枚の入札書を

提出すること（封筒に何回目の入札書で

あるかを明記すること）。 
令和７年３月 11 日 

（正午） 

□ □ 

９ 紙 
委任状（代理人が入札書を提出

する場合） 
□ □ 

10 紙 
開札同意書（開札への立合いを 

希望する場合を除く） 
□ □ 
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